
書式第１２号（法第２８条関係） 
事 業 報 告 用 

 
 
 

（2021年2月1日から2022年1月31日まで） 

 

特定非営利活動法人Dialogue for People 

 
１ 事業の成果 
 
 ・国内外における社会課題を発信する事業 

昨年度に引き続きコロナ禍による影響で、特に海外における取材を制限せざるをえなかったが、海外取

材地の現地パートナーとの協働による取材・発信、国内における社会問題の継続的な取材・発信など、昨

年度から注力し始めた活動をより深めることができた。また、直接人の集う報告会などを開催できない

代わりに、YouTube を利用したラジオ型番組「Radio Dialogue」を開始し、新たな発信手段を獲得する

ことができた。とりわけチャンネル登録者の増加と視聴回数に寄与し、YouTube を通して非常に多くの

受益者に情報を届けることができた。そのほか書籍の執筆、カレンダーの制作なども計画通りに実施す

ることができ、また、社会的にオンライン化が進んだことにより、講演回数も例年の水準に戻りつつあ

り、講演を通した情報発信も多くの人に届けることができた。さらに、コロナ禍の波の落ち着いた頃に開

催することのできた写真展は、感染者を出すことなく無事に終了し、市民団体と協力し、これまでリーチ

できなかった地方での巡回展を開催することもできた。唯一の海外取材となったスリランカ渡航では、

弊会ならではの機動力、視点を活かした取材を行うことができ、その後の発信に大いに活かすことがで

きた。 
 
・次世代を担う発信者の発掘・育成を行う事業 
今年度初頭に行った「東北オンラインスタディツアー」の成功により、他団体と協働しながらイベントを

行うなど、新たな間口を広げることができた。また、当初はリアル開催を想定していた「D4P メディア
発信者集中講座」は、コロナ禍により残念ながらオンラインでの開催となったが、多様な講師陣との連携

により、弊会にとってこれまでにない役割を担うことができ、参加者からの評価も高く、一定の成功を納

めることができた。 
 
・国内外での災害・紛争等の緊急時における人道支援活動を行う事業 
現地での活動については今年度の実施はしなかったが、今後起こりうる人道危機に対応するため、国内

外でのネットワーク作りや情報共有、団体内のインフラ整備などに注力した。 
 
 
 
 
 
 

   ２０２１年度 事 業 報 告 書 
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２ 事業の実施に関する事項 
 
（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【35,190】千円） 
定款に記
載 

された 
事業名 

事業内容 日時 場所 従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

国 内 外 に
お け る 社
会 課 題 を
発 信 す る
事業 

海外取材：それぞれの存在の尊
厳を伝える目的で、入管収容問
題に関係するスリランカ取材を
敢行した。 
国内取材：主に人権と多様性、対
話の重要性を伝える目的で、在
日外国人に対するヘイトクライ
ム、入管収容問題、ハラスメント
の構造的問題、人権概念の啓発
などといった活動に加え、継続
して行っている東北の被災地、
沖縄における戦争や基地問題な
どの発信を行った。 
発信：写真 映像撮影・文章執筆・
講演活動・メディ 
ア出演・写真展開催などの手段
で、当法人のメディア（Web サイ
ト／YouTube／音声配信システ
ム）の他、 T V 、ラジオ、新聞、
雑誌、及び講演を通して発信を
行なった。 

通年 

スリランカ、

東京、日本全

国、中東（オ

ンラインに

て）、アフリ

カ（オンライ

ンにて） 

16人 

取材対象
者、及び
発信する 

情報を視

聴 す る

者。 

情報の視
聴者：約 
500万人 

25,348 

次世代 を
担う 発 信
者の発掘・
育成 を 行
う事業 

次世代を担う若年層に対して、
災害や復興を伝える目的で、オ
ンラインにてスタディーツアー
を企画したほか、福島県の団体
と協働しオンラインイベントを
継続的に実施した。 新規にメデ
ィアでの仕事を目指す、あるい
は関心のある若者を対象とした
集中講座を開催した。また、同じ
く若年層を対象とし、他団体と
の協働で世界の現状を知っても
らうためのオンラインイベント
を開催した。 
 

通年 
東京、日本全

国、 
7人 

イベント

参加者、

及びその

視聴者。 

イベント
参 加 者
数： 401
人 

6,686 

国 内 外 で
の災害・紛
争等の緊
急時に お
け る 人道
支援活 動
を 行 う 事
業 

今後起こりうる人道危機に対処
するため、国内外でのネットワ
ーク作りや情報共有、団体内の
インフラ整備を行なった。 

通年 

東京、日本全

国、中東（オ

ンラインに

て）、アフリ

カ（オンライ

ンにて） 

4人 

人道危機

が起こる

可能性の

ある地域

に居住す

る市民 

不特定多
数 3,156 

 



書式第１３号（法第２８条関係）

   2021年度　活動計算書（その他事業がない場合）

（単位：円）

科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益

１　受取会費 72,000

正会員受取会費 72,000

２　受取寄附金 19,684,107

受取寄附金 19,684,107

３　受取助成金等 0

0

４　事業収益 36,680,373

国内外における社会問題を発信する事業収益 36,344,373

次世代を担う発信者の発掘・育成を行う事業収益 336,000

国内外での災害・紛争等の緊急時における人道支援活動を行う事業収益 0

５　その他の収益 30,951

受取利息 225

雑収益 17

為替差益 30,709

経　常　収　益　計 56,467,431

【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費

（１）人件費 21,565,232

役員報酬 3,450,000

給料手当 11,974,869

賞与 3,744,000

法定福利費 2,396,363

（２）その他経費 13,625,034

コンテンツ制作費 1,297,900

アプリケーション使用料 645,967

業務委託費 217,360

謝金 44,137

印刷製本費 517,631

会議費 89,163

交際費 41,682

旅費交通費 3,780,247

通信運搬費 772,387

消耗品費 932,149

水道光熱費 76,114

地代家賃 1,182,720

保険料 28,170

諸会費 4,400

租税公課 1,599,677

研修費 23,200

新聞図書費 457,141

広告宣伝費 243,484

支払手数料 81,945

雑費 102,650

書籍等仕入高（期末棚卸等含） 1,486,910

特定非営利活動法人Dialogue for People

(2021年2月1日～2021年1月31日)

事 業 報 告 用



事業費計 35,190,266

２　管理費

（１）人件費 3,400,928

給料手当 1,913,717

賞与 576,000

法定福利費 911,211

（２）その他経費 3,492,952

福利厚生費 84,900

アプリケーション使用料 192,615

業務委託費 1,349,590

印刷製本費 117,623

会議費 2,683

旅費交通費 7,814

通信運搬費 209,692

消耗品費 25,036

水道光熱費 19,028

地代家賃 295,680

保険料 210

諸会費 1,100

租税公課 606

研修費 4,800

新聞図書費 3,440

広告宣伝費 55,996

支払手数料 1,122,139

管理費計 6,893,880

経　常　費　用　計 42,084,146

当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・① 14,383,285

【Ｃ】　経　常　外　収　益

固定資産売却益 0

過年度損益修正益 0

経　常　外　収　益　計 0

【Ｄ】　経　常　外　費　用

固定資産売却損 0

災害損失 0

過年度損益修正損 0

経　常　外　費　用　計 0

当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・② 0

税　引　前　当　期　正　味　財　産　増　減　額　①＋②　・・・③ 14,383,285

法人税、住民税及び事業税　・・・④ 70,000

前期繰越正味財産額　・・・⑤ 23,341,339

次　期　繰　越　正　味　財　産　額　③－④＋⑤ 37,654,624



書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人Dialogue for People

１． 重要な会計方針

　　

　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は原価基準で行っています。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています

２． 事業別損益の状況

（単位：円）

国内外における社

会課題を発信する

事業

次世代を担う発

信者の発掘・育

成を行う事業

国内外での災害・紛

争等の緊急時におけ

る人道支援活動を行

う事業

事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益

受取会費 40,320 11,520 5,760 57,600 14,400 72,000

受取寄附金 11,023,101 3,149,457 1,574,728 15,747,286 3,936,821 19,684,107

受取助成金等 0 0 0 0 0 0

事業収益 36,344,373 336,000 0 36,680,373 0 36,680,373

その他収益 126 36 18 180 30,771 30,951

経常収益計 47,407,920 3,497,013 1,580,506 52,485,439 3,981,992 56,467,431

Ⅱ　経常費用

人件費

給料手当 8,382,410 2,394,973 1,197,486 11,974,869 1,913,717 13,888,586

役員報酬 2,415,000 690,000 345,000 3,450,000 0 3,450,000

賞与 2,620,800 748,800 374,400 3,744,000 576,000 4,320,000

法定福利費 1,677,454 479,273 239,636 2,396,363 911,211 3,307,574

人件費計 15,095,664 4,313,046 2,156,522 21,565,232 3,400,928 24,966,160

その他経費

コンテンツ制作費 1,066,900 231,000 0 1,297,900 0 1,297,900
アプリケーション使用料 448,660 132,272 65,035 645,967 192,615 838,582

福利厚生費 0 0 0 0 84,900 84,900

業務委託費 185,152 21,472 10,736 217,360 1,349,590 1,566,950

謝金 30,897 8,827 4,413 44,137 0 44,137

印刷製本費 375,163 94,979 47,489 517,631 117,623 635,254

会議費 75,074 9,393 4,696 89,163 2,683 91,846

交際費 29,178 8,336 4,168 41,682 0 41,682

旅費交通費 2,738,561 711,781 329,905 3,780,247 7,814 3,788,061

通信運搬費 541,241 154,098 77,048 772,387 209,692 982,079

消耗品費 652,137 195,708 84,304 932,149 25,036 957,185

水道光熱費 53,281 15,222 7,611 76,114 19,028 95,142

地代家賃 827,904 236,544 118,272 1,182,720 295,680 1,478,400

保険料 19,719 5,634 2,817 28,170 210 28,380

諸会費 3,080 880 440 4,400 1,100 5,500

租税公課 1,119,775 319,935 159,967 1,599,677 606 1,600,283

研修費 16,240 4,640 2,320 23,200 4,800 28,000

新聞図書費 319,999 91,428 45,714 457,141 3,440 460,581

広告宣伝費 156,790 64,296 22,398 243,484 55,996 299,480

支払手数料 33,237 46,105 2,603 81,945 1,122,139 1,204,084

雑費 72,680 19,980 9,990 102,650 0 102,650

書籍等仕入高（期末棚

卸等含）
1,486,910 0 0

1,486,910
0

1,486,910

その他経費計 10,252,578 2,372,530 999,926 13,625,034 3,492,952 17,117,986

経常費用計 25,348,242 6,685,576 3,156,448 35,190,266 6,893,880 42,084,146

当期経常増減額 22,059,678 △ 3,188,563 △ 1,575,942 17,295,173 △ 2,911,888 14,383,285

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

なし

　　２０２１年度　　計算書類の注記

（１）

（２）

 ３．

 ４．

 ５．

（１）

科目

（２）

 １．

　計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2021年6月9日最終改正　NPO法人会計基準協議会）によっています。

 ２．

事 業 報 告 用



４． 固定資産の増減内訳

なし

５． 借入金の増減内訳

なし

６． 役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

７．

　・　事業費と管理費の按分方法

　・　その他の事業に係る資産の状況

給料手当には使用人兼務役員分も含まれていますが、支給対象者数が少ないため個人情報保護の観点から金額の明示を省略しています。

事業費と管理費に共通する「全部門共通」の経費については、8：2に按分し、更に事業費は「①国内外における社会課題を発信する事業」

「②次世代を担う発信者の発掘・育成を行う事業」「③国内外での災害・紛争等の緊急時における人道支援活動を行う事業」に7：2：1と

して按分しました。また「事業費全般」に係る経費については、「①国内外における社会課題を発信する事業」「②次世代を担う発信者の

発掘・育成を行う事業」「③国内外での災害・紛争等の緊急時における人道支援活動を行う事業」に7：2：1として按分しました。

事業費と管理費に共通する「全部門共通」の正会員受取会費、受取寄附金、受取利息ついては、8：2に按分し、更に事業費は「①国内外に

おける社会課題を発信する事業」「②次世代を担う発信者の発掘・育成を行う事業」「③国内外での災害・紛争等の緊急時における人道支

援活動を行う事業」に7：2：1として按分しました。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項



書式第１５号（法第２８条関係）

   2021年度　貸借対照表
特定非営利活動法人Dialogue for People

2022年1月31日現在

（単位：円）

科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部

１　流動資産

現金預金 38,384,798

未収入金 2,542,099

棚卸資産 498,429

前払費用 123,200

流動資産合計　・・・① 41,548,526

２　固定資産

（１）有形固定資産 0

車両運搬具

什器備品

（２）無形固定資産 0

ソフトウェア

借地権

（３）投資その他の資産 0

敷金

長期貸付金

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 41,548,526

【Ｂ－１】　負　債　の　部

１　事業費流動負債

3,893,902

未払金 2,065,446

未払法人税等 70,000

未払消費税等 1,597,900

預り金 160,556

流動負債合計　・・・③ 3,893,902

２　固定負債

0

長期借入金

退職給付引当金

固定負債合計　・・・④ 0

負　債　合　計　③＋④ 3,893,902

【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

前期繰越正味財産額 23,341,339

当期正味財産増減額 14,313,285

正　味　財　産　合　計 37,654,624

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 41,548,526

事 業 報 告 用



書式第１７号（法第２８条関係）

     2021年度　財産目録
特定非営利活動法人Dialogue for People

         （単位：円）

科 目 金　　額 小　　計 合　　計

【Ａ】　資　産　の　部

１　流動資産

41,548,526

現金預金 38,384,798

現金 212,903

現金外貨 300,441

みずほ銀行 普通預金 25,070,227

ゆうちょ銀行 当座預金 3,936,678

PayPay銀行 普通預金 115,134

楽天銀行 普通預金① 1,797,853

楽天銀行 普通預金② 6,951,562

楽天銀行 普通預金③ 0

未収金 2,542,099

国内外における社会問題を発信する事業収益 2,542,099

棚卸資産 498,429

商品（書籍等） 498,429

前払費用 123,200

2022年2月分家賃 123,200

流動資産合計　・・・① 41,548,526

２　固定資産

（１）有形固定資産 0

（２）無形固定資産 0

（３）投資その他の資産 0

固定資産合計　・・・②

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 41,548,526

【Ｂ－１】　負　債　の　部

１　事業費流動負債

3,893,902

未払金 2,065,446

freeeVISAカード 349,407

日本年金機構（2022年1月分　社会保険料他） 444,600

1月分従業給料・役員報酬 1,240,429

その他（2021年度分 通信運搬費他） 31,010

70,000

法人都民税 70,000

1,597,900

未払消費税 1,597,900

2022年1月31日現在

未払法人税等

未払消費税等

事 業 報 告 用



預り金 160,556

預り金（給与源泉税） 71,310

預り金（住民税） 62,700

預り金（源泉謝金） 26,546

流動負債合計　・・・③ 3,893,902

２　固定負債

0

固定負債合計　・・・④ 0

【Ｂ－１】負　債　合　計　③＋④ 3,893,902

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 37,654,624




